
（証券コード6095）
2020年12月2日

株　主　各　位
東京都中央区銀座六丁目18番２号
メ ド ピ ア 株 式 会 社
代表取締役社長 石 見 　 陽

第16回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご通知申しあげます。
　なお、当日の出席に代えて、書面またはインターネットにより議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類を
ご検討くださいまして、2020年12月16日（水曜日）午後５時までに議決
権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

⒈ 日 時 2020年12月17日（木曜日）午前10時
⒉ 場 所 東京都港区東新橋１丁目１番16号

汐留ＦＳビル３階　スペースＦＳ汐留
（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会
場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申しあげま
す。）

⒊ 目 的 事 項
報 告 事 項 ⒈　第16期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）

事業報告及び連結計算書類ならびに会計監査人及び監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

⒉　第16期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議案 取締役６名選任の件

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://medpeer.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては法令及び定款第15条に基づき、インタ
ーネット上の上記当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。従いま
して、本定時株主総会招集ご通知添付書類に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監
査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表

◎本定時株主総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、本定時株主総会終了後、
インターネット上の上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

＜インターネット中継＞
◎株主総会の模様は、株主総会当日午前10時より、インターネットでライブ中継いたします。同封の「第16回定

時株主総会ライブ配信のご案内」に記載のウェブサイトにアクセスしてご視聴ください。※ご視聴の株主様に
おかれましては、議場での議決権行使やご質問、動議等を行うことができませんので、ご了承ください。

◎第16回定時株主総会に先立ち、株主の皆様から、インターネットより事前質問を受け付けます。同封の「第16
回定時株主総会ライブ配信のご案内」に記載の手順に沿ってご質問をお送りください。なお、株主様から頂戴
したすべての事前質問に対応させていただくものではない旨ご了承ください。ライブ配信と合わせてご利用
をご検討ください。
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、
行使していただきますようお願い申しあげます。

当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決
権行使のお手続きはいずれも不要です。

記
１．議決権行使サイトについて

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンか
ら当社の指定する議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）に
アクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎
日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア
ンチウイルスソフトを設定されている場合、TLS暗号化通信を指定さ
れていない場合等、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインタ
ーネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）インターネットによる議決権行使は、2020年12月16日（水曜日）の午
後５時まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不
明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
　（１）パソコンによる方法

・議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行
使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利
用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使
内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイ
ト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了
承ください。

・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」
をご通知いたします。

　　（２）スマートフォンによる方法
　　　・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォン

により読み取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権
行使を行うことが可能です。
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　　　　（「ログインID」および「仮パスワード」の入力は不要です。）　　
　・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は1回に限
り可能です。2回目以降は、QRコードを読み取っても「ログインID」
「仮パスワード」の入力が必要になります。

・スマートフォン機種によりQRコードでのログインが出来ない場合があ
ります。QRコードでのログインが出来ない場合には、上記２．（１）
パソコンによる方法にて議決権行使を行ってください。

　　　※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、イン

ターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただ
きますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後
に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続
料金等）は、株主様のご負担となります。

以　上

システム等に関するお問合せ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120-173-027 （受付時間　9：00～21：00　通話料無料）
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（４名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つき
ましては、経営体制を一層強化するため取締役２名を増員し、取締役６名の選任
をお願いいたしたいと存じます。なお、当社は、川名正敏氏、志村正之氏両名の
選任が承認された場合には、両名を独立役員として東京証券取引所に届け出る予
定であります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

１

いわ
石

み
見

 
　

よう
陽

(1974年３月９日生)

再任

1999年 ４ 月 東京女子医科大学病院循環器内科学入
局

5,191,200株

2004年 12月 株式会社メディカル・オブリージュ（現
当社）設立、当社取締役

2005年 ６ 月 当社代表取締役社長（現任）
2014年 10月 株式会社綜合臨床ホールディングス

（現株式会社EP綜合）取締役
2019

2020

年

年

12

５

月

月

EPSホールディングス株式会社社外取
締役（現任）
メドピアキャリアエージェント株式会
社取締役（現任）

２

はやし
林

 
　

みつ
光

ひろ
洋

(1973年10月18日生)

再任

1996年 ４ 月 藤田観光株式会社入社

155,958株

2003年 12月 株式会社ディー・エヌ・エー入社
2009年 ４ 月 同社執行役員EC事業本部長
2015年 ４ 月 株式会社ベータカタリスト取締役
2015年 11月 株式会社Mediplat代表取締役（現任）
2016年 10月 株式会社フィッツプラス取締役（現任)
2016
2020

2020

年
年

年

12
５

９

月
月

月

当社取締役（現任）
メドピアキャリアエージェント株式会
社取締役（現任）
ニチメッド株式会社取締役（現任）

３

て ん

天
ぼ う

坊
よ し

吉
ひ こ

彦
(1975年12月７日生)

新任

1999年 ４ 月 プライスウォーターハウスコンサルタ
ント株式会社（現日本アイ・ビー・エ
ム株式会社）入社

300株
2013年 ６ 月 株式会社ローランド・ベルガー入社
2014年 ２ 月 当社入社
2017
2018
2020

年
年
年

７
５
１

月
月
月

株式会社medパス取締役（現任）
当社執行役員（現任）
株式会社コルボ取締役（現任）

－ 5 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

４

ひ ら

平
ばやし

林
と し

利
お

夫
(1981年２月22日生)

新任

2003

2006
2011
2013
2018
2020

2020

年

年
年
年
年
年

年

４

９
１
５
５
５

９

月

月
月
月
月
月

月

監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トー
マツ）入所
株式会社エニグモ入社
グローウィン・パートナーズ株式会社入社
当社入社
当社執行役員（現任）
メドピアキャリアエージェント株式会社監査
役（現任）
ニチメッド株式会社監査役（現任）

59,300株

５

か わ

川
な

名
ま さ

正
と し

敏
(1953年11月27日生)

再任

1978年 ５ 月 東京女子医科大学　循環器内科入局

―株

1991年 ９ 月 Massachusetts General Hospital, 
Harvard Medical School 研究員

1991年 12月 Vanderbilt University School of 
Medicine 研究員

2004年 ３ 月 東京女子医科大学循環器内科教授
2005年 ４ 月 同大学附属青山病院病院長
2014年 ４ 月 東京女子医科大学病院副院長
2014年 11月 同院総合診療科教授
2018年 ６ 月 伊藤忠商事株式会社社外取締役（現任)
2019年 ２ 月 早稲田大学大学院先進理工学研究科客

員教授（現任）
2019

2019

年

年

４

12

月

月

東京女子医科大学名誉教授（現任）
同大学特任教授（現任）
当社社外取締役（現任）

６

し

志
む ら

村
ま さ

正
ゆ き

之
(1958年９月７日生)

新任

1982

2010
2015
2017
2018
2019

2019
2020

年

年
年
年
年
年

年
年

４

４
４
５
６
７

８
３

月

月
月
月
月
月

月
月

株式会社三井銀行（現　株式会社三井
住友銀行）入行
同行執行役員アジア・大洋州本部長
同行専務執行役員
三井住友カード株式会社専務執行役員
同社代表取締役専務執行役員
株式会社Shimura&Partners代表取締
役(現任)
BASE株式会社社外取締役（現任）
株式会社bitFlyer Holdings社外取締役
（現任）

―株

（注）⒈　川名正敏氏および志村正之氏は社外取締役候補者であります。
⒉　川名正敏氏を社外取締役候補者とした理由は、医療業界に対する豊富な経験と幅広い

知見を有しており、当社の経営全般に対する助言を期待し、社外取締役として選任を
お願いするものであります。
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⒊　志村正之氏を社外取締役候補者とした理由は、大手企業の執行役員経験者として、企
業の経営、財務活動に対する豊富な経験と幅広い知見を有しており、当社の経営全般
に対する助言を期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

⒋　川名正敏氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって１年になります。

⒌　当社は、川名正敏氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額
は、法令が定める額を限度としており、川名正敏氏の再任が承認された場合は同氏と
の当該契約を継続する予定であります。また、志村正之氏が選任された場合は、同氏
との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。
なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役がその職務を行うにつき善意
でありかつ重大な過失がないときに限られております。

⒍　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上
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（添付書類）
事 業 報 告

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

　当社グループが属する医療・健康産業においては、団塊の世代が全員75歳
以上に達し医療・介護費の急増が懸念される、いわゆる2025年問題、さら
に、団塊ジュニア世代が全員65歳以上に達することで高齢者数がピークを迎
え、医療・介護費の負担の増加が拡大する2040年問題を抱えております。か
かる展望を踏まえ、日本政府は持続可能な経済財政の基盤固めに向けた構造
改革を推進しており、健康寿命の延伸を喫緊の課題として「予防・健康管理」
と「自立支援」に軸足を置きつつ、テクノロジーの活用により医療・介護サ
ービスの生産性向上を実現する、新しい医療・介護システムを構築すること
としております。
  また、製薬企業は医療従事者に向けた営業活動の生産性向上を企図し、情
報提供・収集活動の一環としてウェブサイトやアプリ、ソーシャルネットワ
ークなど、デジタルツールを活用した取り組みをより一層強化しております。
これにより、製薬企業にとってのeマーケティングは、かつての医薬情報担当
者（MR）の「補完」としての位置づけから「主軸」としての活用を期待さ
れるポジションへと変化しております。さらに、現在の新型コロナウイルス
感染症の世界的な流行を受け、これらのオンライン化の流れはさらに加速す
るものと見られます。
  このような環境の中、当社グループは、ミッションである「Supporting 
Doctors, Helping Patients.(医師を支援すること。そして患者を救うこ
と。)」を実現すべく、医師専用コミュニティサイト「MedPeer」を基盤と
して医師や医療現場を支援するサービスを展開するドクタープラットフォー
ム事業と、健康増進・予防などのコンシューマー向けヘルスケア支援を展開
するヘルスケアソリューション事業に取り組んでまいりました。
　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,311,071千円（前期比74.4％
増）、営業利益1,104,914千円（同97.9％増）、経常利益1,130,647千円（同
103.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益725,970千円（同83.9％増）
となりました。
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セグメント別業績は次のとおりであります。
①　ドクタープラットフォーム事業
　ドクタープラットフォーム事業では、医師や医療現場を支援するため、
MedPeerの12万人の医師会員を基盤とした集合知プラットフォームと、医
療機関と患者様を繋げるプライマリケアプラットフォームを展開しており
ます。
　集合知プラットフォームにおいては、当連結会計年度、医師のための動
画メディア「MedPeer Channel」を開始するなど、医師12万人（国内医
師の3人に1人）が参加するMedPeer上のコンテンツを充実させることによ
り、医師会員の活性度を向上させる施策を展開してまいりました。また、
薬剤評価掲示板などの広告配信を中心とした収益機会をコンテンツ制作な
どの領域にも拡大させることを意図したサービス開発や提携を推進してま
いりました。2020年１月には、医療系コンテンツの企画制作に実績のある
株式会社コルボを連結子会社化し、マーケティング支援をワンストップで
提供できる体制の強化を推進してまいりました。また、新型コロナウイル
スの影響でMRの医師への訪問が制限されるなか、オンラインによる情報
提供に対するニーズが高まり、薬剤評価掲示板、Web講演会の受注が伸び
たことなどにより、前連結会計年度を大きく上回る売上を記録しておりま
す。
　プライマリケアプラットフォームにおいては、2019年６月に開始した薬
局向けアプリサービス「kakari」を日医工株式会社との業務提携で拡販す
るとともに、2020年９月に同社との合弁会社であるニチメッド株式会社を
設立しクリニック向けアプリサービス「kakari for Clinic」を開始するな
ど、さらなる事業の拡大を推進しております。
　これらの結果、売上高は3,939,565千円、セグメント利益は1,328,018
千円となりました。

②　ヘルスケアソリューション事業
　ヘルスケアソリューション事業では、健康増進・予防などを企業及び消
費者に提供する予防医療プラットフォームを展開しております。
　当連結会計年度において、子会社の株式会社Mediplatでは、産業保健支
援サービス「first call」の収益基盤の強化に注力するとともに、ライフロ
グプラットフォーム事業でサツドラホールディングス株式会社と新たに業
務提携契約を締結するなど、さらなる事業拡大を推進してまいりました。
また、子会社の株式会社フィッツプラスが展開する特定保健指導事業では、
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新型コロナウイルス感染症の拡大により訪問での面談が困難な状況下にお
いても、すべての指導をリモートで実施できる体制を早期に構築したこと
で、前連結会計年度を上回る売上高となりました。
　これらの結果、売上高は1,371,973千円、セグメント利益は272,086千
円となりました。

セグメント別売上高
事　業　別 売　上　高 構　成　比

千円 ％
ドクタープラットフォーム事業 3,939,565 74.2

ヘルスケアソリューション事業 1,371,973 25.8

（注）⒈　セグメント間取引を含んだ金額となっております。
⒉　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資等の総額は209,052千円であり、その主なもの
は以下のとおりであります。
　当連結会計年度中に取得した主な設備

本社における設備等の取得 79,149千円
ドクタープラットフォーム事業におけるシステムの開発・整備 62,585千円

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、新株予約権の行使により1,363,798千円の資金を調
達いたしました。

⑷　重要な組織再編等の状況
　当社は、2020年１月１日を効力発生日として、持株会社である株式会社コ
ルボホールディングスの株式を取得し、同社及びその完全子会社株式会社コ
ルボを完全子会社としております。なお、株式会社コルボホールディングス
は、2020年３月31日付で完全子会社である株式会社コルボを吸収合併存続
会社とする吸収合併を行い、解散しております。
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⑸　対処すべき課題
　当社グループのサービス提供先となる医療・健康産業において、e－
Marketingの分野は他業界に比してその浸透は遅れており、インターネット
技術の進化とともに、今後の成長が期待されている領域であります。このよ
うな市場環境に身をおく当社グループが安定成長を持続するためには、運営
サイト「MedPeer」会員の満足度を高め、医師の臨床上の課題を解決するた
めに必須のインターネットサービスとしての地位を確固たるものとし、顧客
からの信頼を向上させ、リピート顧客の増加を図ることにより収益基盤を強
化する必要があると認識しております。
　これらを具現化するため、当社グループは以下の７点を主な経営の課題と
認識しております。

①　運営サイト「MedPeer」の継続的成長
②　知名度の向上
③　サービスの安全性強化
④　収益基盤の強化
⑤　競合他社への対応
⑥　優秀な人材の採用
⑦　経営管理体制の強化

①　運営サイト「MedPeer」の継続的成長
　当社グループの事業は、運営サイトである「MedPeer」会員の満足度に
よって支えられていると考えております。会員の満足度を維持・向上させ
るためにも、「MedPeer」会員に対し、日常臨床を行っていくうえでの疑
問に答えを提示できるようなサービスを提供し続けることが課題と認識し
ております。また、「MedPeer」が提供するサービスは医療にかかるもの
であることから社会的信頼を確保するためにも、個人情報の保護に関する
法律、薬機法、製薬協コード・オブ・プラクティス（※）等の順守も重要
課題であると認識しております。この課題に対処するためにも、サービス
の利便性向上とともに、コンプライアンスの徹底を継続的に図ることによ
り、会員向けサービスを強化し続け、「MedPeer」会員の満足度の維持・
向上、さらには会員基盤の拡大を進め、「MedPeer」プラットフォームと
しての価値向上を図ってまいります。
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※　製薬協コード・オブ・プラクティスについて
　製薬企業が薬機法・独占禁止法等の関係法規と公正競争規約等の自
主規制を順守し、医薬情報を適正な手段で提供・収集・伝達するため
に定めている製薬業界の自主ルール

②　知名度の向上
　当社グループの運営するサービスの飛躍的な成長にとって、当社グルー
プが運営する「MedPeer」をはじめとした各サービスの知名度の向上を図
ることが必要であります。また、知名度の向上は、大手企業との提携等も
含めた事業展開をより有利に進めることや、サービスを支える優秀な人材
を採用・確保することに寄与すると考えております。
　当社グループでは、今後も当社グループ及び各運営サービスの知名度向
上を目指し、それぞれに適した広報活動を推進してまいります。

③　サービスの安全性強化
　インターネット技術の進化に伴い、インターネット上の情報共有の重要
性は認識されてきておりますが、一方で、サービスの安全性維持に対する
社会的要請も一層高まりを見せてきております。当社グループは、医師の
情報や、患者、病気の情報など、取扱う情報が通常のインターネットサー
ビスに比して、より社会的に大きな影響を与え得る重要情報であることを
深く自覚しております。
　このため、サービスの信頼性・安全性強化を経営上の最重要課題として、
今後も個人情報の保護に関する法律、薬機法、製薬協コード・オブ・プラ
クティス等各種関連法規の順守を徹底してまいります。

④　収益基盤の強化
　当社グループは、製薬企業を顧客としたマーケティング支援サービスを
主な収益源としております。一方で、当社グループが安定した成長を続け
ていくためには、医療のみならず、健康・予防を含めた医療・健康産業全
般を対象とした事業展開を模索していく必要があります。
　この課題を解決するために当社グループでは、グループ各社がそれぞれ
事業を成長させることはもとより、最新技術の活用やグループシナジーの
創出を通じて新サービスを開発し、その成長を図ることなどにより収益基
盤の強化を進めてまいります。
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　また、当社グループではＭ＆Ａを新規事業への進出や事業拡大のための
重要な手段の一つとして位置付けており、既存事業とのシナジーが見込ま
れる場合には積極的に実施する方針です。

⑤　競合他社への対応
　医療・健康産業においては、同業他社も取り組みを強化しているととも
に、新しい技術が生まれることによる新規参入企業が出現すること等によ
り、競争が一層激しくなっていくことが予想されます。一方で、健康に対
する認知理解が深まれば、当社グループにとってもメリットは大きいもの
と思われます。当社グループでは、ユーザーにとって使い勝手の良いサー
ビス構築を進めるとともに、進化する各種技術を活用することで、更なる
成長に取り組んでまいります。

⑥　優秀な人材の採用
　当社グループは、「MedPeer」をはじめとしたオンライン・プラットフ
ォームによるサービスを事業基盤としており、それらの利便性及び機能の
維持向上のためにも、サービス構築を担当する技術者の安定的な採用が当
社グループの事業成長にとっての課題であると認識しております。専門性
が高い人材は適時に採用することが困難な場合があり、近年採用コストは
増加傾向にあります。
　これらの課題に対処するため、従業員が高いモチベーションを持って働
ける環境や人事制度の整備を行い、必要な人材を適時に採用できるような
組織体制の整備を進めてまいります。

⑦　経営管理体制の強化
　当社グループが継続的に医師や顧客に対して安定的なサービスを提供し、
企業価値を継続的に向上させるためには、経営管理体制の更なる強化が必
要と認識しております。当社グループは、組織が健全かつ有効、効率的に
運営されるように内部統制の整備、強化、見直しを行うとともに、法令順
守の徹底に努めてまいります。
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⑹　財産及び損益の状況の推移

期別
区分

第13期
2017年９月期

第14期
2018年９月期

第15期
2019年９月期

第16期
2020年９月期
(当連結会計年度)

売 上 高(千円) 1,559,024 2,199,164 3,045,538 5,311,071

経 常 利 益(千円) 65,996 379,395 554,922 1,130,647

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当期純利益又は純損失(△) (千円) △363,270 206,332 394,850 725,970

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ ) (円) △20.90 11.46 21.04 35.03

総 資 産(千円) 1,611,108 2,570,053 4,009,972 7,127,400

純 資 産(千円) 825,389 1,768,888 3,414,326 5,582,068

１株当たり純資産額 (円) 46.57 89.07 164.05 248.80

（注）当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。第13期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益又は純損
失(△)」及び「１株当たり純資産額」を算定しております。

⑺　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

株式会社Mediplat 182,500千円 51.0％
産業保健支援サービス「first call」
及びライフログプラットフォーム事
業

株式会社フィッツプラス 100,000千円 100.0％ 特定保健指導関連サービス

株式会社コルボ 90,000千円 100.0％ 医療用コンテンツの企画、制作
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⑻　主要な事業内容
事 業 事 業 内 容

ドクタープラットフォーム事業
・医師・薬剤師の集合知を活用したサービス
・薬局・クリニックなどの医療機関支援サービ

ス

ヘルスケアソリューション事業 ・健康増進・予防などのコンシューマー向けヘ
ルスケア支援サービス

⑼　主要な営業所
①　当社

名 　 　 称 所 在 地

本 　 　 社 東京都中央区銀座六丁目18番２号

②　子会社等
名 　 　 称 所 在 地

株 式 会 社 M e d i p l a t 東京都中央区銀座六丁目18番２号

株式会社フィッツプラス 東京都中央区銀座六丁目18番２号

株 式 会 社 コ ル ボ 東京都中央区日本橋３丁目10番５号

⑽　従業員の状況
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

ドクタープラットフォーム事業 151名 74名増

ヘルスケアソリューション事業 54名 10名増

全社（共通） 20名 5名増

合計 225名 89名増
（注）１．従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。
　　　２．従業員数が前連結会計年度と比べて89名増加しましたのは、主に2020年１月１日付で

株式会社コルボを連結子会社化したためであります。
　　　３．全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門の

人員になります。
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②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

116名 24名増

（注）従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

⑽　主要な借入先
借入先 借入金残高

株式会社みずほ銀行 136百万円

株式会社きらぼし銀行 61百万円
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⒉　会社の株式に関する事項（2020年９月30日現在）
⑴　発行済株式の総数 21,473,100株
⑵　株主数 8,308名
⑶　大株主（上位１０名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

石見　陽 5,191,200株 24.2％

BOZO株式会社 1,250,000 5.8

堺　昌彦 900,000 4.2

ＣＲＥＤＩＴ　ＳＵＩＳＳＥ　（ＬＵ
ＸＥＭＢＯＵＲＧ）　Ｓ．Ａ．　／　
ＣＵＳＴＯＭＥＲ　ＡＳＳＥＴＳ，　
ＦＵＮＤＳ　ＵＣＩＴＳ

700,000 3.3

山中　篤史 641,000 3.0

スギホールディングス株式会社 551,200 2.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 503,300 2.3

株式会社日本カストディ銀行（証券投
資信託口） 447,000 2.1

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　Ｂ
ＡＮＫ　３８００５５ 406,900 1.9

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　Ｙ
ＯＲＫ，　ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ　Ｊ
ＡＳＤＥＣ　ＡＣＣＯＵＮＴ

400,000 1.9

（注）持株比率は自己株式478株を控除して計算しております。

⑷　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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⒊　会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日における当社役員が有する職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権等の内容の概要
回次

（行使価額） 行使期間 個数 目的となる株式の
種類及び数 保有者数

取締役
（社外取締役

を除く）

第９回
（909円）

2016年 1 月 1 日～
2024年11月26日 1,010個 普通株式  202,000株 １名

第10回
（208円）

2019年 1 月 1 日～
2023年 2 月 28日 570個 普通株式  114,000株 １名

第12回
（872円）

2020年 1 月 1 日～
2028年 3 月29日 40個 普通株式    8,000株 ２名

第16回
（1,100円）

2019年 3月 11日～
2029年 3月 8 日 6,354個 普通株式1,270,800株 １名

監査役 第12回
（872円）

2020年 1 月 1 日～
2028年 3 月29日 20個 普通株式    4,000株 １名

⑵　当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新
株予約権等の内容の概要

　　該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。
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⒋　会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況

石 見 　 陽 代表取締役社長
EPSホールディングス株式会社　社外取締役
メドピアキャリアエージェント株式会社　取
締役

林 　 光 洋 取締役

株式会社Mediplat　代表取締役
株式会社フィッツプラス　取締役
メドピアキャリアエージェント株式会社　取
締役
ニチメッド株式会社　取締役

安 島 孝 知 取締役 株式会社コルボ　取締役

川 名 正 敏 取締役 伊藤忠商事株式会社　社外取締役

末 吉 俊 一 常勤監査役 株式会社Mediplat　監査役
株式会社フィッツプラス　監査役

葉 山 　 孝 監査役 株式会社ミツバ　社外取締役（監査等委員）
公認会計士葉山孝事務所　代表

佐 藤 弘 康 監査役 法律事務所Comm＆Path

（注）⒈　監査役葉山　孝氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有するものであります。

⒉　取締役川名正敏氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、監査役末吉
俊一氏、葉山　孝氏及び佐藤弘康氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
り、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

⒊　当事業年度中の取締役の異動は以下のとおりであります。
⑴　就任
2019年12月17日付開催の第１５回定時株主総会において、川名正敏氏は新たに取締
役に選任され、就任いたしました。
⑵　退任
該当ありません。

⒋　当社では、取締役会の意思決定機能、監督機能の強化、及び特定分野の業務執行機能
の強化を目的として、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員には次の５
名を選任しております。
執行役員 福 村 　 彰 展 CTO室長
執行役員 天 坊 　 吉 彦 メディカルサービス事業部長
執行役員 平 林 　 利 夫 経営企画部長
執行役員 髙 橋 　 宏 幸 セルフケアプラットフォーム事業部長
執行役員 冬 木 　 裕 人 MIS事業部長
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⑵　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
取締役４名 68,920千円 （うち社外２名  　3,600千円）
監査役３名 14,400千円 （うち社外３名 　14,400千円）
（注）１　期末現在の人員数は取締役４名、監査役３名であります。

２　上記の取締役の報酬等の総額には以下のものが含まれております。
　　・当期における業績連動報酬の支給見込額3,965千円（取締役3名（社外取締

役を除く）
　　・譲渡制限付株式に係る株式報酬費用935千円（取締役3名（社外取締役を除

く）

⑶　社外役員に関する事項
①　社外役員の主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況
取締役会出席状況 監査役会出席状況

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 安 島 孝 知 5回中5回 100％ － －

取締役 川 名 正 敏 15回中15回 100％ － －

監査役 末 吉 俊 一 20回中20回 100％ 20回中20回 100％

監査役 葉 山 　 孝 20回中20回 100％ 20回中20回 100％

監査役 佐 藤 弘 康 20回中20回 100％ 20回中20回 100％

（注）取締役安島孝知氏につきましては、2019年12月17日付の第15回定時株主総会をも
って社外取締役から業務執行取締役に選任されており、社外取締役時の出席状況を
記載しております。また、取締役川名正敏氏は、2019年12月17日開催の第15回定
時株主総会で取締役に選任されており、就任後の開催回数であります。

・取締役会及び監査役会における発言状況
　取締役及び各監査役は、それぞれの得意分野の見地から適宜質問し、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。
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②　重要な兼職先と当社との関係
　取締役及び各監査役の重要な兼職先は「⑴取締役及び監査役の氏名等」
に記載のとおりであります。なお、当社とそれらの兼職先との間には特別
の利害関係はありません。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役川名正敏氏、社外監査役末吉俊一氏、葉山孝氏及び佐
藤弘康氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責
任限度額は、法令が定める額を限度としております。なお、当該責任限定
が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役がその職務を行うにつ
き善意でありかつ重大な過失がないときに限られております。
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⒌　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 40,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

⑶　会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す
る実務指針」を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並び
に過年度の監査計画との実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検
討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行
っております。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決
定し、取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とす
ることといたします。
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ
る場合には、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

－ 22 －

会計監査人の状況



⒍　業務の適正を確保するための体制及び運用状況
　当社の取締役会は、内部統制の実施状況に対する整備・運用状況をチェック
し、適宜基本方針の見直しを実施することで、内部統制システムの充実を図っ
ています。
⑴　取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制
①　取締役会は、「Mission」「Vision」「Credo」及び規程に基づき、代

表取締役社長がその精神を継続的に取締役、執行役員及び使用人に伝達
することにより法令・定款及び社会規範を順守してまいります。

②　取締役会は、コンプライアンスに関する規程を制定し、取締役、執行役
員及び使用人がコンプライアンスに取り組むための体制を整備してまい
ります。

③　代表取締役社長は、「リスクマネジメント規程」に基づきコンプライア
ンスに取り組むための全社横断組織としてリスクマネジメント委員会を
設置し、リスク管理体制の整備及び問題点の把握に努めてまいります。

④　取締役会は、経営企画部管掌取締役、監査役及び外部の法律事務所を通
報窓口とする「ヘルプライン規程」を制定し、不正行為等の防止及び早
期発見に努めてまいります。

⑤　監査役は、取締役会への出席及び業務執行状況の調査等を通じて、公正
不偏な立場から、取締役の職務執行を監査してまいります。また、監査
役は、会社の業務に適法性を欠く事実又は適法性を欠くおそれのある事
実を発見したときは、その事実を指摘して、これを改めるよう取締役会
に勧告し、状況によりその行為の差止めを請求できる体制を構築してま
いります。

⑥　内部監査担当部署は、「内部監査規程」に基づき各部署におけるコンプ
ライアンスの状況を監査し、監査結果を定期的に代表取締役社長及び監
査役に報告してまいります。

⑦　反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力対策規程」に基づきいかなる
場合においても、金銭その他の経済的利益を提供しないことを基本姿勢
とし、これを当社内に周知してまいります。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報は、「文書取扱規程」に従い、適切に記録
し、保存するとともに、必要な関係者が閲覧できる体制といたします。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク管理については、リスクの種類毎に担当部署にて、規程の見直し、

マニュアルの作成、研修等を行い、リスクの早期発見と防止に努めるこ
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とを原則とし、組織横断的リスク状況の管理は、リスクマネジメント委
員会が各担当部署との情報共有及び定期的な会合等を通じて行うものと
いたします。

②　「情報セキュリティ管理規程」、「個人情報取扱規程」に基づき、機密
情報の管理徹底と個人情報の適切な保護を行うものといたします。

③　万一不測の事態が発生した場合には、リスクマネジメント委員会が中心
となって、全社的な対応を行うものといたします。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執

行の監督等を行うものとし、毎月１回の定時取締役会を開催するほか、
迅速かつ的確な意思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を
開催いたします。また、中期経営計画及び年次計画を策定し、各取締役
の職務の執行について効率性を確保いたします。

②　取締役は、当該計画達成のために、責任の明確化を目的として制定され
た「職務権限規程」に基づき、自らが管掌する部門において具体的計画
及び効率的な達成方法を定めるものといたします。

③　取締役は、取締役会、経営会議等において、前号に関する進捗状況を報
告するものといたします。

⑸　次に掲げる体制その他の会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集
団における業務の適正を確保するための体制

　企業集団全体で内部統制の徹底を図るための体制を整備しております。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　当社は、監査役より職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場
合は、監査役と協議のうえ職務を補助すべき使用人を設置することとい
たします。

②　前号に基づき、監査役より監査業務に必要な命令を受けた者は、その命
令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものといたします。

③　上記１号に基づき、監査役の職務を補助すべき使用人は監査役の指揮命
令にのみ服するものとし、その人事及び給与等の待遇を決定ないし変更
するに際しては、監査役との事前協議を要するものとし、取締役からの
独立性を確保いたします。

－ 24 －

業務の適正を確保するための体制及び運用状況



⑺　次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制
イ）取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制
①　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、

取締役会等の重要な会議に出席して出席者に説明等を求めることができ
るとともに、必要に応じて随時、取締役、執行役員及び使用人に報告を
求めることができるものといたします。

②　取締役、執行役員又は使用人は、前号の監査役の求めに応じて、業務執
行の状況、内部監査の実施及び通報状況、その通報の内容等を報告する
体制を整備いたします。

③　取締役は、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見した場合
は、直ちにその内容を監査役に報告いたします。

ロ）子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員等の職
務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者
から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制
　企業集団全体で内部統制の徹底を図るための体制を整備しております。

⑻　前項に基づいて、監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　当社は、「ヘルプライン規程」を設けて、受理された内部通報のうち必
要なものは速やかに調査いたします。当該制度においては、内部通報の
受付窓口は経営企画部長、監査役及び外部の法律事務所に設置されてお
り、通報者が適切に通報先を選択することにより、通報者が特定されな
いよう整備されております。

②　当社は、内部通報をした者等、監査役への報告をした者に対し、当該報
告をしたことを理由に人事その他の処遇においていかなる不利益な取扱
いを行うことを禁止し、その旨を取締役、執行役員及び使用人に周知徹
底いたします。

⑼　会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その
他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す
る事項
　当社は、監査役が、その職務の執行のために、弁護士、公認会計士その
他の社外の専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定その他の事務を委
託するなどのために所要の費用の前払い又は償還等を請求するときは、当
該請求に係る費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと合理的に認め
られる場合を除き、これを拒むことができないこととし、速やかに当該費
用又は債務を処理するものといたします。
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⑽　その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制
①　監査役と代表取締役社長、内部監査責任者、会計監査人との間の定期的

な意見交換会を設定するなど、相互の連携を図ることといたします。
②　監査役が経営会議などの重要会議に出席し、または稟議書等の重要文書

の閲覧を通じて意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できる体制を
確保することといたします。

　内部統制システムの運用状況は、以下のとおりです。

　当社は上記内部統制システムの構築を行っており、かつ、取締役会及び
リスクマネジメント委員会において、継続的に経営上のリスクを抽出した
うえで対応策の検討を行っております。それらを踏まえ、必要に応じて業
務又は社内規程の見直しを行い、内部統制システムの実効性向上を図って
おります。
　また、内部監査担当部署は監査役及び会計監査人と連携しながら内部監
査を実施し、社内ビジネスプロセス・経理財務・情報システム・人事労務
の各視点から内部監査を実施し、日々の業務が法令・定款、社内規程等に
整合していることを検証しております。

⒎　株式会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、
特に定めておりません。
　一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に
資さないものについては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整
備や社会的な動向も見極めつつ、今後も慎重に検討を行ってまいります。

本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、比率は表示桁未満を四捨五
入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年９月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品

仕 掛 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

顧 客 関 連 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

6,102,825

4,702,996

1,290,266

156

34,451

74,954

1,024,575

104,067

43,382

51,942

8,742

449,386

154,339

159,201

20,199

115,646

471,121

54,544

137,009

156,258

109,197

14,111

流 動 負 債 1,306,285
買 掛 金 50,616
未 払 金 266,785
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 68,620

未 払 法 人 税 等 335,730
賞 与 引 当 金 147,293
役 員 賞 与 引 当 金 3,965
ポ イ ン ト 引 当 金 95,165
そ の 他 338,108

固 定 負 債 239,046
長 期 借 入 金 134,279
資 産 除 去 債 務 34,233
繰 延 税 金 負 債 64,184
そ の 他 6,350

負 債 合 計 1,545,332
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,348,411
資 本 金 1,996,939
資 本 剰 余 金 2,213,986
利 益 剰 余 金 1,137,934
自 己 株 式 △448
その他の包括利益累計額 △5,960
その他有価証券評価差額金 △5,960
新 株 予 約 権 10,054
非 支 配 株 主 持 分 229,564
純 資 産 合 計 5,582,068

資 産 合 計 7,127,400 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,127,400
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,311,071
売 上 原 価 1,804,858
売 上 総 利 益 3,506,212

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,401,297
営 業 利 益 1,104,914

営 業 外 収 益
受 取 利 息 201
投 資 有 価 証 券 売 却 益 132
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 37,218
補 助 金 収 入 12,070
そ の 他 937 50,558

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,828
市 場 変 更 費 用 22,380
そ の 他 616 24,825
経 常 利 益 1,130,647

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 20 20
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,130,667

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 365,736
法 人 税 等 調 整 額 △37,776 327,960

当 期 純 利 益 802,707
非支配株主に帰属する当期純利益 76,737
親会社株主に帰属する当期純利益 725,970
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,306,734 1,523,780 411,964 △448 3,242,029

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,609 3,609 7,218

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 686,596 686,596 1,373,193

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 725,970 725,970

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 690,205 690,205 725,970 － 2,106,381

当 期 末 残 高 1,996,939 2,213,986 1,137,934 △448 5,348,411

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額

合計
当 期 首 残 高 － － 19,469 152,826 3,414,326

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,218

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 1,373,193

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 725,970

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額（純 額）

△5,960 △5,960 △9,415 76,737 61,360

当 期 変 動 額 合 計 △5,960 △5,960 △9,415 76,737 2,167,742

当 期 末 残 高 △5,960 △5,960 10,054 229,564 5,582,068
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年11月16日
メドピア株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 裕 之 印

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 萬 　 政 広 印

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、メドピア株式会社の2019年10月１
日から2020年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、メドピア株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本
連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、2019年10月１日から2020年９月30日までの第16期事業年度に係る連結
計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

⒈　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類について
取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が
独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

⒉　監査の結果
　会計監査人・有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年11月17日
メドピア株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 末 吉 俊 一 印
社外監査役 葉 山 　 孝 印
社外監査役 佐 藤 弘 康 印
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貸 借 対 照 表
（2020年９月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,851,967

4,016,661

763,582

37,868

33,855

1,154,148

81,307

43,382

37,925

109,825

89,625

20,199

963,015

582,848

360,000

85,075

99,462

3,208

△167,578

流 動 負 債 921,153
未 払 金 174,886
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 34,154

未 払 費 用 14,057
未 払 法 人 税 等 279,868
前 受 金 72,488
預 り 金 7,532
賞 与 引 当 金 116,464
役 員 賞 与 引 当 金 3,965
ポ イ ン ト 引 当 金 95,165
そ の 他 122,570

固 定 負 債 80,872
長 期 借 入 金 64,320
資 産 除 去 債 務 16,552

負 債 合 計 1,002,026
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,994,035
資 本 金 1,996,939
資 本 剰 余 金 2,019,363

資 本 準 備 金 2,019,363
利 益 剰 余 金 978,180

そ の 他 利 益 剰 余 金 978,180
繰 越 利 益 剰 余 金 978,180

自 己 株 式 △448
新 株 予 約 権 10,054
純 資 産 合 計 5,004,089

資 産 合 計 6,006,116 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,006,116
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損 益 計 算 書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,187,124
売 上 原 価 792,604
売 上 総 利 益 2,394,520

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,577,780
営 業 利 益 816,739

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,966
業 務 受 託 料 9,060
そ の 他 174 11,200
営 業 外 費 用

支 払 利 息 609
市 場 変 更 費 用 22,380
そ の 他 86 23,076

経 常 利 益 804,863
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 22,323
新 株 予 約 権 戻 入 益 20 22,343

税 引 前 当 期 純 利 益 827,207
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 304,254
法 人 税 等 調 整 額 △55,612 248,642

当 期 純 利 益 578,565
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,306,734 1,329,158 1,329,158 399,615 399,615
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,609 3,609 3,609

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 686,596 686,596 686,596

当 期 純 利 益 578,565 578,565
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 690,205 690,205 690,205 578,565 578,565
当 期 末 残 高 1,996,939 2,019,363 2,019,363 978,180 978,180

株 主 資 本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合　　計

当 期 首 残 高 △448 3,035,058 19,469 3,054,528
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,218 7,218

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 1,373,193 1,373,193

当 期 純 利 益 578,565 578,565
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額） △9,415 △9,415

当 期 変 動 額 合 計 － 1,958,976 △9,415 1,949,561
当 期 末 残 高 △448 4,994,035 10,054 5,004,089
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年11月16日
メドピア株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 裕 之 印

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 萬 　 政 広 印

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、メドピア株式会社の2019年
10月１日から2020年９月30日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年10月１日から2020年９月30日までの第16期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
⒈　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

一　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を
図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けました。

二　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

三　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。
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⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人・有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2020年11月17日
メドピア株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 末 吉 俊 一 印
社外監査役 葉 山 　 孝 印
社外監査役 佐 藤 弘 康 印

以　上
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株主総会会場ご案内図
会　場：東京都港区東新橋１丁目１番16号

汐留ＦＳビル３階スペースＦＳ汐留
※ホール入り口は、JR新橋駅寄りの専用階段になります
ＴＥＬ：03－6226－6512
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交　通：●JR新橋駅　汐留口　徒歩３分
●地下鉄東京メトロ銀座線　新橋駅　２番出口　徒歩３分
●都営浅草線　新橋駅　汐留１番出口　徒歩１分
●都営大江戸線　汐留駅　徒歩４分

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会へのご出席を検討されている
株主様におかれましては、株主総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をご
確認のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいます
ようお願いいたします。なお、当日は会場入口にて体温測定をさせていただき、
３７．５度以上の株主様のご入場はお断りしますので、予めご了承ください。
株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、ご理解下
さいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


